



































































































































































































































































































































































施設・事業所名 所在地 月額換算平均（円） 主な作業内容
九神ファームめむろ 芽室町 102,764 メークインの一次処理加工
•くさなぎ農園 帯広市 79,272 農作業
•十勝あすなろ会 帯広市 53,306 清掃業務請負・クリーニング取
次・食品加工
•しんかーず 帯広市 46,618 配食サービス




•ラムピリカ 本別町 41,448 分別作業・豚舎清掃
•カフェイコイ 帯広市 40,820 厨房・ホール・雑貨
•とかちサポーターズ 帯広市 36,349 パン製造・販売
•TEnoHIRA 帯広市 31,920 ミートパイの製造・販売
•WEAVE 帯広市 21,957 清掃・事務・商品管理・接客・
ホームページﾞ作成及び運営
＜プロジェクトめむろ成功のポイント＞
　①出資企業へのプレゼンテーション実施までの準備
　②農地の確保（障がい者家族協力）
　③事業所予定場所として休園中の保育園利用（改装不要）
　④JAめむろ、農林課の協力のもと、農業イメージを確定（作業計画・農業工
程・出来高予測など）
　⑤JAめむろとの連携を担保
　⑥農業サポーターの確保（地域の農業経験豊富な元気高齢者チーム）
　⑦サービス管理責任者候補確定
　⑧収支シュミレーション策定
　⑨企業へ、明確なメリットを提示することで、意味と意義のある障がい者雇用
が実現する
Ⅵ．結論
　厚生労働省が公表した平成27年の「障害者雇用状況」を見ると、雇用障害者数、
実雇用率ともに過去最高を更新し、法定雇用率達成企業の割合も47.2％となって
おり、前年度を上回るデータが発表された。大企業が多い都市部を中心に、障害
のある人が働くということが当たり前になりつつある見方もできる。
　しかし一方で、雇用した障害者を戦力として位置づけている企業よりも、法定
雇用率達成のため義務として雇用している企業が多いということも現実である。
そうした、採算や事業の整合性を保留にし、雇用率達成のみを一先ずの目標に
行なわれる障害者雇用の多くは、その企業の基幹事業とは程遠い、まるで日中活
動のような作業や、採算度外視赤字前提の作業で障害者を採用しているというこ
とも多々見受けられ、まだまだ受け入れ企業との温度差が縮まっていない現実も
見え隠れしている。
相談支援員の方からインタビュー調査分析を通じて見えてきた就労支援の課題
としては、以下の事項が明らかになった。
１．安定した生活収入基盤の保証
社会復帰施設の相談支援員の方々にインタビューする中で、現在高齢の親の年
金で生活している精神障害者の方々も少なくなく、将来の不安に関する事柄が多
く挙げられた。これらは生活の維持に関わる深刻な問題であり、本人に収入に当
たるものがなく、国民年金等の掛け金が順調に支払えていないケースも多く見受
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けられ、障害年金を受給できない事例が少なくない。
実情に見合った経済支援のあり方の検討が望まれる。
２．複合的な利用者サービス支援の充実
精神障害者とその家族の地域での生活を支えるためには様々な角度からの支援
が必要となる。今回の調査結果をみても支援には保健・医療・福祉の専門職の他
に、JAや商工会議所、学校の関係者、近隣の住民等の人々が関わっていた。
精神障害者と家族の地域生活を維持し、その質を高めていくためには、精神障
害者と家族を中心に、これらの日常生活における在宅福祉サービスやインフォー
マルな支援、保健・医療面の支援、生活の基盤を支える支援が共通の方向性と互
いの役割の認識をもって重層的に展開されることが重要であると考えられる。
特に、地域で活動する相談支援員や精神保健福祉士などの専門職における調整
対応の果たす役割が大きい。精神障害者の生活の場を熟知した身近な相談者とし
て、インフォーマルの支援を含む日常生活の支援をきめ細かく調整していくこと
が有効と考えられる。
３．家族支援体制の強化
家族の不安を取り除き、１人の人としてどのように生きていくことが本人に
とっての幸せにつながっていくのかについて定期的に家族に人と話し合う機会を
作ることが必要である。精神障害者と家族に対する支援体制を整えていき、地域
における支援システムの構築を目指し、関係機関・関係者の恒常的な連携を確立
していくことが重要であると考える。
その上でさらに生活面での不安や戸惑いなど、障害者支援を充実していくため
には、精神障害者に対する偏見や差別をなくすための障害者理解の普及に関する
啓発に力を入れていく必要性がある。
４．社会生活維持拡大のための環境整備
様々なサービスを調整して基本的な生活が維持されている地域であっても、社
会生活を保障するという点では難しい状況が明らかになった。交通の手段・時
間・費用の点から、対象者が無理なく通所できる地域が限られる。対象者が広範
囲に分布する人ロ過疎地域においては、市町村の行政機関や就業支援センター等、
対象者により近い拠点を確保することや、地域社会の中での受け皿をどのように
準備していくことができるのかについて、地域に実情と照らし合わせた、具体的
な環境システムの構築が必要不可欠だという課題に直面していることが見えてき
た。
５．広域全体に及ぶ相談支援体制の整備
過疎地域は、特に医療や支援サービスの偏在が顕著であり、その上情報がまっ
たく入ってこない状態になり、孤立し情報弱者に陥っていることも見えてきた。
サービスの整備以上に、サービスそのものを活用する術を持っていないのである。
Ⅶ．まとめ
　日々の農作業の過程で、農作物の成長・収穫により自らの労働の成果を目に見
える形で得られることは、精神障害者の自己効力感につながる。その結果、意欲
向上につながり、自信が付き、結果として社会参加につながり、自立につながっ
ていくことになっていく。
　日々の生活の中で自然とともに野菜の成長を目の当たりにして、生きることの
素晴らしさや農作業を通じての作物の成長を自身の回復過程を重ねて農業の種植
えから収穫までのプロセスそのものが自身の成長回復につながっていっていると
のこと。
　また対面販売やイベント会場での即売会等、多様な世代の交流が生まれてくる
機会とつながっていく。自立に向けた社会参加の手段としての農福連携は、地産
地消を促し、自立生活への実現がますます広がっていくのである。
【参考文献】
上田　敏　「リハビリテーションを考える─障害者の全人間的復権─」青木書店　1983年
朝日雅也（2011）「福祉的就労見直し提案の経緯」松井亮輔・岩田克彦編
　　『障害者の福祉的就労の現状と展望─働く権利と機会の拡大に向けて』中央法規，208－
218．
厚生労働省（2016）「就労継続支援Ａ型の見直しについて」（htp://www.mhlw.go.jp/file/06-　　
　　Seisakujouhou-12200000-Shakaiengokyokushougaihokenfukushibu/0000114575.pdf，
2016.9.14.）．
厚生労働省（2016）「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律の
概要」　（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/-bunya/0000052423.html，2016.9.21）．
厚生労働省職業安定局雇用開発部障害者雇用対策課地域就労支援室（2014）「平成25年度障害者
雇用実態調査結果」（http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000068921.html，2016.9.21）．
古屋龍太　精神障害者の地域移行支援　退院環境調整ガイドラインと病院・地域統合型包括的
連携クリニカルパス　中央法規　2015
新保祐光　『退院支援のソーシャルワーク　当事者支援システムにおける状況的価値の形成　相
川書房　2014
